
第 8章　外来生物のリスク評価

1 ．  は じ め に

外来生物とは，本来の分布域ではない地域に，何らかの目的をもって意図的に導入されたか，も
しくは付着や混入によって非意図的に導入された生物である（角野，2010）．わが国では明治以降
に外来生物の種数が増加し，経済のグローバル化による貿易量の拡大にともなって近年さらに大き
く増加している．外来生物が生態系に侵入・定着すると，人の健康や農業生産に直接的な被害を与
えることが従来から問題となっていたが，最近では，地域固有の生態系や生物多様性に対する影響
が大きな問題として認識されるようになった．生物多様性国家戦略 2010（環境省，2010）におい
ても，外来生物が生物多様性を脅かす 3 つの危機のひとつ（第 3 の危機：人間により持ち込まれた
もの）として挙げられている．農作物に被害を与える可能性のある昆虫や動物に対しては，「植物
防疫法」に基づいた輸入植物の検疫が行われ，海外の農作物害虫の侵入を阻止するための措置がと
られている．一方，その他の生物については，たとえ生態系に悪影響を及ぼす可能性のある生物で
あっても，最近までそれらを取り締まる法律はなかった．2004 年に「特定外来生物による生態系
等に係る被害の防止に関する法律」（外来生物法）が制定されたことにより，生態系，人の生命・
身体または農林水産業に被害をもたらす特定外来生物の輸入，飼養，栽培，保管，運搬，譲渡等が
規制されるとともに，野外への放逐や植栽が禁止され，また特定外来生物による被害が生じている
場合は，必要に応じて国や地方公共団体等がそれらを防除することも定められた．しかし，特定外
来生物を選定する際の基準が必ずしも明確でない（藤井，2008），あるいは，防除の必要性の判断
基準が不明瞭である（西田，2010）といった問題点も指摘されている．

今後，特定外来生物の管理を実効あるものとするためには，特定外来生物の選定や防除の要否決
定に関する基準を科学的根拠に基づいて策定する必要がある．そのためには，既に国内に侵入して
いる外来生物については，生息状況の実態を把握し，生態系への影響を評価することが必要であ
る．また今後侵入が予想される，あるいは導入が検討されているものについては，侵入警戒措置も
しくは導入の可否を決定するためのリスク評価法の開発が不可欠である．農業生態系においても，
これまで多くの外来植物や昆虫，微生物などが侵入・定着し，あるものは農作物に大きな被害を与
え，またあるものは周囲の生態系に様々な影響を与えていると考えられる．農業環境技術研究所で
は，農業生態系のかく乱と被害を防止するため，外来生物の生育・繁殖特性等の解明および外来生
物の生態系影響リスク評価法の開発など，農業生態系における外来生物問題に関する研究を実施し
てきた．本章では，この 10 年間にわたる関連の研究成果を，（1）外来植物の定着・拡散，（2）外
来植物の雑草リスクの評価，（3）非意図的に導入された昆虫等に関する研究，（4）意図的に導入さ
れた昆虫に関する研究，（5）外来性病害微生物に関する研究，（6）外来生物データベースの構築の
各項目に分けて紹介する．

２ ． 外 来 植 物 の 定 着 と 拡 散
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防止策を開発するには，それらの生態特性や拡散・定着過程を解明する
ことが重要である．これまで農業環境技術研究所では，多くの外来植物の生態特性やアレロパシー
活性について研究を行ってきたが，ここでは，定着・拡散において在来種との交雑が重要な役割を
果たしている事例，蔓延が危

き
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されている種に関する実態把握の例，および外来種の蔓延に及ぼす
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土壌条件の影響に関する研究について紹介する．
⑴ タ ン ポ ポ 属 植 物 の 分 布 と 遺 伝 特 性
近年，セイヨウタンポポなどの帰化タンポポと日本産のタンポポが交雑可能であることが報告さ

れたが（森田，1997），雑種個体は形態的に帰化タンポポに酷似していることから，形態形質以外
の特徴によって両者を識別・分離し，それぞれの分布域を再確認する必要がある（芝池，2005）．
そこで，分子生物学的手法を活用した簡便・迅速な雑種識別法を確立し，帰化タンポポと雑種個
体の全国レベルの分布域を把握することを試みた．DNA 含量および DNA の塩基配列などを指標
にしたセイヨウタンポポと日本産タンポポの雑種識別法を確立し，両者の雑種として 3 タイプを識
別した．また，環境省が行う「身近な生きもの調査」により採集された形態的にセイヨウタンポポ
と見なされる 870 個体のサンプルについて，DNA 含量の測定と葉緑体 DNA マーカーを用いた解
析を行った結果，全体の約 85%にあたる 740 個体が雑種であることが明らかとなった（図 1）（山
野ら，2002）．その内訳は，4 倍体雑種が 54%の 470 個体，3 倍体雑種が 22%の 191 個体，雄核単
為生殖雑種が 9%の 79 個体であった（平成 13 年度研究成果情報，芝池ら）．また，関東地方 1 都 6
県に注目すると，タンポポ属植物のうち，形態的にセイヨウタンポポと見なされる個体が 60％を
占め，その 71％は 4 倍体雑種であった．これら雑種性タンポポの分布拡大過程を解明するために
は，特定の雑種個体の分布状況を把握することが有効と考え，雑種個体を遺伝的に識別し，それら
の広がりを比較・解析したところ，環境省の「身近な生きもの調査（2001）」で収集された関東地
方 1 都 6 県のタンポポのうち，42％を占める 4 倍体雑種性タンポポの 94％は遺伝的に同一なクロー
ンであり，しかも，その単一クローンの分布域は，関東全域に及んでいることが明らかになった

（芝池ら，2005）（平成 16 年度研究成果情報，芝池ら）．

図 1　セイヨウタンポポと雑種個体の全国分布

⑵ 特 定 外 来 生 物 ナ ガ エ ツ ル ノ ゲ イ ト ウ の 水 田 へ の 侵 入 拡 散
特定外来生物ナガエツルノゲイトウ（図 2）は，南米原産の多年生草本植物で，水域から陸域ま

で生育可能な範囲が広く，世界各地に侵入・定着している．日本国内での分布は現時点ではまだ一
部の湖沼や河川にほぼ限られているが，水田周辺では蔓延リスクが高いことが知られている．そこ
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で，本種の水田域における侵入，拡散の実態を明らかにするため，千葉県印旛沼周辺の水田を対象
に 3 年間にわたる現地調査を行った．その結果，本種は水田域で前年の分布範囲や用水路網の影響
を受けながら分布拡散していること，田面よりも畦

けい

畔
はん

で生育量が多いことが明らかになり，本種の
水田域への侵入・蔓延を防ぐには，用水路などを通じた侵入の防止と，畦畔を含む水田域全体での
防除が必要であると考えられた．ナガエツルノゲイトウによる農業生産や周囲の生態系への影響を
未然に防止するために，この知見が活用されることが期待される（平成 22 年度研究成果情報，山
本ら）．

図 2　田面のナガエツルノゲイトウ

⑶ 外 来 植 物 の 生 息 と 土 壌 条 件
農地周辺に成立している草本群落における外来植物の蔓延と土壌の化学特性との関係を明らかに

するため，北関東に広く分布している台地上黒ぼく土壌を中心に，畦畔，耕作放棄地，刈り取り草
地を対象として 122 地点で植生調査を実施したところ，農地周辺の草本植物群落は，セイタカアワ
ダチソウなどの外来植物の比率が比較的高いタイプ I と，外来植物比率が低く，アズマネザサ，ア
キカラマツ，ワレモコウ，ツリガネニンジンなどで特徴付けられるタイプ II の 2 つに大きく分け
られた．タイプ I は土壌 pH が高いか，あるいは有効態リン酸が高い土壌で多く出現し，タイプ II
は土壌 pH が低く，かつ有効態リン酸が低い土壌で出現した（図 3）．また室内栽培実験でも，セ
イタカアワダチソウやオオマツヨイグサなどの外来植物は酸性土壌で著しく生育が抑制されるのに
対し，ススキ，クズ，イヌビエなどの在来植物は酸性土壌でも生育障害を受けにくいことが判明し
た．以上のことから，自然の黒ぼく土壌の化学的特性が維持されている場所ではタイプ II が出現
し，施肥や基盤整備等で土壌の化学的特性が大きく改変された場所ではタイプ I が出現しやすいと
考えられた．調査地周辺の農地ではリン酸の蓄積や土壌 pH の上昇が進行しており，これが農地周
辺や耕作放棄地での外来植物の蔓延を助長していると考えられた（平舘ら，2007；2010）（平成 20
年度研究成果情報，平舘ら）．今後，この結果を応用した外来植物の管理技術の開発が期待される．
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図 3　北関東地域における外来植物の侵入と土壌の化学特性の関係
土壌 pH および有効態リン酸が低い土壌では，外来植物がほとんど出現していない．また，このような土
壌の特性は，この地域において施肥等がなされていない表層土壌が示す典型的な化学特性の範囲内（図
中の点線の枠内）にあると言える．

3 ． 外 来 植 物 の 雑 草 リ ス ク の 評 価

外来生物を意図的に導入しようとする場合，事前のリスク評価を行い，生態系影響が大きい可能
性があるものについては導入を中止することが，外来生物を管理する上で最も効率的かつ効果的な
方法である．また，非意図的に導入される可能性がある生物やすでに国内に侵入している生物につ
いても，生態系影響に関するリスク評価に基づいて侵入の警戒レベルを設定，あるいは防除の優先
順位を決定することは，侵入防止対策および防除対策を進める上で有効である． 
⑴ 雑 草 リ ス ク 評 価 法
外来雑草による被害を軽減するには，導入する前に雑草化の恐れが高い植物を予測し，導入を避

けることが最も効率的な防除法である．そこで，新たに日本へ導入される植物を対象に，日本で
雑草化する植物とそうでない植物を判別する手法を，国際的に定評のあるオーストラリア式雑草
リスク評価法を基に構築した．オーストラリア式雑草リスク評価法では 49 の質問に対する回答か
ら雑草化しやすさを示す WRA スコアを算定する．日本にある 259 種の植物をあらかじめ専門家に
雑草とそうでないものに区分してもらい，WRA スコアでこの判断を再現できるか調べたところ，
WRA スコアが 10 より大きい植物を雑草と判別する場合，雑草であるものを正しく雑草と判別で
きる割合，および雑草でないものを正しく雑草でないと判別できる割合は，それぞれ 9 割弱と 8 割
弱となり，雑草とそうでないものを同程度に良く判別できることが分かった．この評価法を用い，
WRA スコア 10 を超える植物の導入を避けることで，外来雑草による被害を未然に防ぐことが期
待できる（Nishida et al., 2009）（平成 20 年度研究成果情報，西田ら）．

一方，国際連合食糧農業機構（FAO）は 2005 年に 13 因子で評価する簡易型の雑草リスク評価
法を発表した．そこで，この手法で使われている 13 因子に他感作用を加えた 14 因子を環境省が提
案している「要注意外来植物」に当てはめて，各因子の寄与率を相関係数で解析したところ，他感
作用の寄与率は高いが，寄生性等の 3 因子の寄与率が低いことが判明したため，それら 3 因子を省
き，また類似した 2 因子をひとつに合併することで，合計 10 因子で評価する簡易型雑草リスク評
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価法を開発した．この評価法を用いて「特定外来生物」および「要注意外来生物」を再評価したと
ころ，現場での蔓延状況とかなり一致する結果がでたことから，今後のリスク予想にも活用できる
可能性がある（藤井，2008）（平成 19 年度研究成果情報，藤井ら）．
⑵ 輸 入 穀 物 に 種 子 が 混 入 し や す い 外 来 植 物
日本は年間約 2700 万トンという膨大な量の穀物を輸入しているが，これらの輸入穀物には，割

合は少ないながらも様々な植物の種子が混入している．現在，国内の河川敷，飼料畑あるいは穀物
畑で問題となっている雑草の一部は，それら輸入穀物の混入種子が起源であると考えられており，
今後侵入してくる雑草に備えるためにも，どのような特徴をもった植物が輸入穀物に混入しやすい
かを明らかにする必要がある．そこで，2006 年にカナダより輸入した小麦に混入していた植物種
子を調査したところ，13 科 42 種類の種子が混入しており，中でも特に多かったのが，オオムギ，
カラスムギ等のイネ科とアブラナ科であった（図 4 右）．この結果とカナダのコムギ畑における既
存の発生調査（図 4 左）を比較し，混入率との相関を分析したところ，「生産地の畑での発生量が
多い」，「背が高い」，「種子に冠毛が無い」，「作物種である」ことが混入率を高める要因であると推
定された（Shimono et al., 2008）（平成 19 年度研究成果情報，小沼ら）．

また，輸入穀物が栽培されている海外の穀倉地帯では，除草剤抵抗性雑草が多数発生しているこ
とから，輸入穀物の混入雑草種子の中にも除草剤抵抗性を持つ個体が含まれている可能性がある．
そこで，除草剤抵抗性のボウムギが問題になっている西オーストラリアから輸入された小麦を対象
にボウムギの混入種子を探しだし，その中に，現地の小麦畑で使用頻度の高い 4 種類の除草剤（ジ
クロホップメチル，セトキシジム，クロロスルフロン，グリホサート）に対する抵抗性個体が含ま
れているかどうかを調査したところ，グリホサート以外の 3 種類の除草剤について，抵抗性ボウム
ギ種子の混入が確認された．グリホサート以外の除草剤はわが国では使用頻度が低いため，混入し
ていたボウムギがすぐに難防除雑草になる可能性は低いが，他国からの輸入小麦も含めて今後とも
注意が必要である（平成 22 年度研究成果情報，小沼ら）．

図 4　収穫時期のコムギ畑における雑草の発生量と輸入コムギ中に混入していた
種子の組成との比較

⑶ 水 田 周 辺 に お け る 注 意 す べ き 外 来 植 物
農業生産や生態系に深刻な影響を及ぼしている外来植物の被害を防止するには，適正なリスク評

価に基づいた対策を講ずる必要があるが，現在わが国に定着している外来植物の多くについては，
その蔓延状況や被害実態が必ずしも明らかにされていない．そこで，利根川流域の水田周辺，農業
水路周辺の調査資料から平均および最大被度，立地別の出現率と特化度（立地との結びつきを表す
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指数）を用いて外来植物の蔓延状況を解析するとともに，多くの外来植物のうちどのような種に対
して優先的な対策が必要であるかを検討した．その結果，農業生産や生態系に影響が大きい外来種
の蔓延状況には，A）高被度で優占する，B）広範囲に生育する，C）特定の立地と結びつきが強
い，の 3 パターンがあることが判明した．そのうち特に，セイタカアワダチソウ（A，B），ナガエ
ツルノゲイトウ（A，B），コカナダモ（A，C），ホテイアオイ（A），コセンダングサ（B，C），
ヒメムカシヨモギ（B，C），アメリカアゼナ（B），アメリカセンダングサ（B），アメリカタカサ
ブロウ（B），コバナキジムシロ（B），アメリカミズキンバイ（C），オオイヌノフグリ（C），シロ
ツメクサ（C），ハルジオン（C），ヒメジョオン（C）の 15 種の外来植物が農業生産や生態系への
影響が大きく，優先的な対策を検討する必要があると考えられた（平成 19 年度研究成果情報，楠
本ら）． 

4 ． 非 意 図 的 に 導 入 さ れ た 昆 虫 等 に 関 す る 研 究

非意図的に国内に導入される昆虫や動物の数は近年の貿易量の拡大に伴って増加している．農業
環境技術研究所では，輸入物資への付着・混入による侵入を未然に防ぐための植物検疫におけるサ
ンプリング方法の改善や侵入した生物を根絶するため初期防除に関する理論的研究を実施してい
る．また国内に既に侵入し，分布を拡大しつつある昆虫等の生息実態の解明にも取り組んでいる．
⑴ 植 物 検 疫 の た め の 理 論 的 研 究
病害虫が農作物や手荷物とともにわが国に侵入し，蔓延することを防止するため，輸入植物の検

疫が空港や港では実施されている．農業環境技術研究所では，植物防疫所との協力により，輸入農
産物等の荷口検査における具体的なサンプリング方法等，様々な検疫上の問題を解決するための理
論的な研究を行ってきた．

最近では，検疫強度を危険度分析に基づいて定めようとの国際的な動きがあるが，その理論的根
拠は必ずしも明確でないため，害虫の侵入確率をそれぞれの種の生態的特性に基づいて的確に推定
し，所定の安全レベルを達成するための検疫強度を理論的根拠に基づいて新たに算出することが必
要とされた．そこで，繁殖可能な害虫の国内への侵入確率の推定式，侵入確率を所定のレベル以下
に低下させるのに必要なサンプリング検査と検疫処理の組み合わせを決定するための式を導いた

（図 5）（Yamamura et al., 1999）（平成 13 年度研究成果情報，山村ら）．

図 5　メキシコミバエの荷口あたりの侵入確率 P1 をサンプル率と検疫処理後の生存率の関数として示す（荷口
内の果実数が 105 の場合）．この等高線から，所定の侵入確率を達成するために必要なサンプル率と検疫
処理の組み合わせを直ちに読み取ることができる．
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⑵ 侵 略 的 外 来 昆 虫 の 初 期 防 除 に 関 す る モ デ ル 解 析
侵略的な外来昆虫がいったん侵入地で増殖し定着してしまうと，その対策に莫大な労力と費用が

かかる上，しばしば根絶が不可能となる．そこで，侵入初期の低密度条件下で，どのような防除法
が最も効果的であるか，雄の交尾相手探索行動を定式化して組み込んだシミュレーションモデルを
開発し，様々な防除法の効果を検討した．雄除去法や不妊虫放飼法など，交尾を阻害する防除法で
は，これまで使われてきた交尾探索行動を仮定しない害虫管理モデルの予測よりも，低密度条件で
ははるかに簡単に害虫個体群を根絶できることがわかった（図 6）．また 2 つの昆虫タイプ，すな
わち甲虫型（長生きして何度も交尾できる）とガ型（短命でメスは生涯 1 回のみ交尾し産卵して死
ぬ）を仮定して各防除法の特徴を調べたところ，雄除去法は甲虫型よりガ型に効果的であるのに対
し（図 7），不妊虫放飼法では，たくさん放飼が可能であるときにガ型より甲虫型で効果が高いこと

（図 8）等が判明した．実際の侵略的外来昆虫の防除を考えるモデルでは，交尾回数や寿命など，そ
の害虫に合わせた生活史構造とパラメタの推定が必要となるが，交尾探索行動を組み込んだ今回の
モデルは，そのような実際の防除プログラムにおいても，より現実的な防除の帰結を予測する強力
なツールとなると期待される（Yamanaka et al., 2009a; 2009b）（平成21年度研究成果情報，山中）． 

図６ 初期個体数と個体群増殖率
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一定の値より小さい場合、交尾相手

不在の影響によってやがて絶滅しま

す。今回のモデルでは、成長率が１
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⑶ ブ タ ク サ ハ ム シ の 移 動 分 散 能 力 の 解 明
外来昆虫の分布拡大を予測するためには，飛翔による移動能力を定量化し，飛翔活動に影響する

要因を明らかにすることが重要である．ブタクサハムシは北米原産の外来昆虫で，日本では 1996
年に千葉県で初めて発見されたが，それ以来急速に分布を拡大し，現在（2011 年）では沖縄県を
除く全都道府県で見つかっている．初期には，年間 100km 以上の速度で分布を拡大し，外来昆虫
の中でも分布拡大速度が非常に大きい．一方，寄主植物であるブタクサを食い尽くすことがしば
しば観察され，定着性が高いとも考えられた．そこで，本虫の飛翔活動に影響を及ぼす要因を明
らかにし，分布拡大能力を推定することとした．飛翔測定装置（フライトミル）を用いて，成虫
の平均飛翔時間と 1 分より長く飛翔した個体割合を指標として解析した結果，ブタクサハムシ成虫
の飛翔活動は羽化後 4 日後から増加し，7 日目以降は長期間高い値を維持すること，短日または休
眠が飛翔活動の低下を引き起こすこと，飛翔時間には個体間で大きな変異があり，飛翔活性の遺
伝変異が大きく，移動性の高い個体が分布拡大に寄与することが明らかとなった．また 1 日当たり
最大飛翔距離は 25km 以上と推定され，年 4 世代を経過することを考慮すると，少なくとも 1 年間
に 100km 以上移動可能であり，移動能力が高いと考えられた（Tanaka et al., 2009; Tanaka, 2009）

（平成 17 年度研究成果情報，田中ら）．
⑷ カ ワ ヒ バ リ ガ イ の 分 布 と 移 動 分 散
特定外来生物に指定されているカワヒバリガイは 1990 年代に西日本に侵入した中国原産の付着

性二枚貝で，侵入地域で在来生物群集の生息地を圧迫したり，利水施設の運用を妨げたりするなど
の被害をもたらすことが知られている．2005 年には関東地域の一部で生息が確認されたが，霞ヶ
浦では生息分布の詳細や侵入時期については不明であった．そこで，霞ヶ浦全域でカワヒバリガイ
の分布調査を 2006 年に行った結果，既に湖岸の約 2 分の 1 の範囲まで分布が広がっていることが
明らかになった．採集個体の大きさから，霞ヶ浦への侵入時期は 2004 年かそれ以前であると考え
られた（平成 18 年度成果情報，伊藤）．その後，利根川河口から 180km までの範囲とその周辺の
河川・湖沼・水路を対象に分布調査したところ，河口から 120km 上流までの範囲と，小貝川・江
戸川・牛久沼などの周辺の河川・湖沼など広い範囲に生息していることが明らかとなった（伊藤，
2008）．利根川水系には，上流の群馬県大塩貯水池およびその周辺にもカワヒバリガイが分布する
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ことが知られているが，それを含めた関東の集団と西日本に生息する集団の遺伝的組成は，利根川
下流域の集団と西日本の集団の 2 つに大別されること，また群馬県の集団は西日本タイプであるこ
とが判明した（Tominaga et al., 2009）．また利根川下流域の集団内には遺伝的違いはなく，地点間
で活発な遺伝的交流（移動分散）があることが示唆された．カワヒバリガイの分布は浮遊幼生期に
おける水の流れに沿った受動的な移動の結果であると考えられるが，カワヒバリガイの密度分布を
考慮すると，移動の経路は自然河川だけでなく，導水路などの人工的な流れの関与も示唆された

（図 9）（伊藤，2010）．

図 9　霞ヶ浦と小貝川を結ぶ霞ヶ浦用水の位置関係状況．矢印は流れる方向を示す．
（伊藤，2010）より改変

5 ． 意 図 的 に 導 入 さ れ た 昆 虫 等 に 関 す る 研 究

導入天敵昆虫等（ダニ類を含む）は，非意図的に侵入してきた外来昆虫等の農業被害を防止する
ため，意図的に導入されるものであるが，これらが野外に定着した場合，目的とする害虫種以外へ
の捕食・寄生や土着近縁種との交雑・競合等を通じて，地域固有の生態系に影響を与える可能性が
ある．そこで，導入しようとする生物の生態系影響を事前に評価できる手法を開発した．また，導
入後に土着近縁種との交雑が起こった事例について，遺伝子情報を利用した交雑個体の識別法を開
発した．
⑴ 導 入 天 敵 昆 虫 等 の 生 態 系 影 響 評 価
平成 11 年に環境省は「天敵農薬に係る環境影響評価ガイドライン」を策定し，導入天敵昆虫等

の生態系影響評価方法を示したが，この方法は定性的であり，海外の天敵昆虫等を導入する際に必
要な事前評価のための判断基準や導入判断基準について必ずしも明確ではなかった．そこで，ヨー
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ロッパで提唱されている評価指標を使用する導入天敵昆虫等の定量的評価方法を参考に，わが国の
環境にも適用可能であり，客観的で透明性の高い新たな導入判断のための基準を開発した．ここ
では，導入天敵昆虫等の生態系影響を，その可能性（L）と程度（M）に分割し，定着，分散性，
寄主範囲，希少種や地域固有種への直接的影響，近縁天敵との競争，近似種との交雑の 6 つの評価
項目について，それぞれ 5 段階の基準に基づいて評価し，それらの積和（L×M；損失期待値）を
導入判断基準の指標値として用いた．ただし，事前評価にかかる時間とコストを節約するため，文
献や標本調査あるいは閉鎖系での実験によって判定できる，定着，分散性，寄主範囲の 3 項目によ
る 1 次基準（表 1）と，追加実験が必要な，希少種や地域固有種への直接的影響，近縁天敵との競
争，近似種との交雑の 3 項目からなる 2 次基準（表 2）の 2 段階で判定することとし，1 次基準で
一定の条件を満たさない種（生態影響が大きいと懸念される種）についてのみ 2 次基準による判定
を行い，1 次基準の指標値との合計によって総合判定することとした．過去のわが国および海外に
おける導入天敵に関する生態系影響の事例を参考に計算したところ，1 次指標が 40 を超えるもの
については 2 次基準による判定に進み，1 次および 2 次基準の合計による総合指標が 80 を超える
種については，導入を見送るか，指標値が 80 以下になるような方策をとる必要があると判断でき
た（望月，2008）（平成 17 年度研究成果情報，望月ら）．

表 1　導入天敵昆虫等の生態系影響評価 1 次基準

L：生態系影響の可能性
L 定着（可能性） 分散性（導入ステージの余命） 寄主範囲（天敵の摂取量≒体長）
1 越冬，越夏不能 1 週間未満 1mm 未満
2 年 1 化，休眠性なし 1 週間以上 2 週間未満 1mm 以上 3mm 未満
3 年 2 化以上，休眠性なし 2 週間以上 3 週間未満 3mm 以上 5mm 未満
4 年 1 化．休眠性有り 3 週間以上 4 週間未満 5mm 以上 10mm 未満
5 年 2 化以上．休眠性有り 1 ヶ月以上 10mm 以上

M：生態系影響の程度
M 定着 分散性（導入ステージの移動速度） 寄主範囲（標的種との関係）
1 ごく限られた地域だけ 10㎝ /s 未満（無風，以下同じ） 同属の種
2 10%未満の地域 10㎝ /s 以上 50㎝ /s 未満 同科の種
3 10 以上 25%未満の地域 50㎝ /s 以上 1m/s 未満 同目の種
4 25 以上 50%未満の地域 1m/s 以上 2m/s 未満 同網の種
5 50%以上の地域 2m/s 以上 門内あるいは門をまたがる

表 2　導入天敵昆虫等の生態系影響評価 2 次基準

L：生態系影響の可能性
L 稀少種や地域固有種への直接影響 近縁天敵との競争 近似種との交雑
1 生息場所・時期が異なる 寄主範囲が重ならない なし
2 生息場所・時期が重なることがある 寄主範囲が一部重複 種間交雑率が低い
3 生息場所・時期が常に一部重なる 寄主範囲が 50%程度重複 種間交雑率高，雑種性比が偏る
4 生息場所・時期が 5 割程度重なる 寄主範囲が大部分重複 種間交雑率高，雑種性比は 1：1
5 生息場所・時期が完全に一致する 寄主範囲がほぼ一致 種間雑種は，親より強勢

M：生態系影響の程度
M 稀少種や地域固有種への直接影響 近縁天敵との競争 近似種との交雑
1 稀少種等は寄主となりえない 常に勝敗に優劣なし / 劣勢 形態的な差が大きい
2 稀少種等の近縁種 +30 種以上が寄主 寄主の存在下で共存 雌雄交信信号に種間差がある
3 稀少種等の近縁種 +10 以上 30 種未満が寄主 1 ― 2 種に対しては勝利 近似種の雌が多回交尾可能
4 稀少種等の近縁種 +10 種未満が寄主 数種の相手に勝利 近似種の雌が 1 世代に 2 ― 3 回交尾
5 標的種より稀少種の近縁種を好む 広い範囲の相手に勝利可 近似種の雌が 1 世代に 1 回交尾
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⑵ 遺 伝 子 情 報 に よ る 外 来 天 敵 と 近 縁 土 着 種 の 識 別 法 の 開 発
化学農薬の使用を軽減し，環境に優しい農業を実現する手法のひとつとして，海外で開発された

有能な天敵を輸入し，国内で販売・利用されている例がいくつかあるが，これらの天敵が標的害虫
以外の昆虫を捕食するなど，農業生態系への影響を懸念する声もある．現在，土着天敵ヤマトクサ
カゲロウ Chrysoperla nipponensis に近縁な外来種（C. carnea）が輸入され，生物農薬として利用さ
れているが，両者は形態形質による外見上の区別が困難である．野外での分布状況や生態系影響を
モニタリングするためには，両者を識別できる簡便な手法の開発が不可欠であることから，ミトコ
ンドリア遺伝子の部分配列を利用して，この外来種と土着種を容易に識別できる方法を開発した

（図 10）（Haruyama et al., 2008）（平成 20 年度研究成果情報，望月ら）．
また，1940 年以前に日本に侵入したクリ害虫クリタマバチを防除するため，1980 年頃にクリタ

マバチの天敵昆虫チュウゴクオナガコバチが海外から導入され，日本各地に放飼された．チュウゴ
クオナガコバチの放飼により，クリタマバチの被害は激減したが，チュウゴクオナガコバチと，そ
れに近縁な日本土着種クリマモリオナガコバチとの中間的な形態を持つ個体がしばしば見られるよ
うになった．両種間の交雑による生態影響が懸念されたが，交雑個体は外見だけでは親種との識別
が困難であることから，核リボソーム遺伝子の違いを利用した交雑個体の検出法を開発した．この
方法により，外来天敵チュウゴクオナガコバチと，それに近縁な土着天敵クリマモリオナガコバチ
の交雑個体を容易に検出できるようになり，野外における交雑頻度を簡便かつ的確に把握できるよ
うになった（Yara et al., 2009）（平成 21 年度研究成果情報，屋良）．

図 10　ミトコンドリア遺伝子の部分配列を用いた土着天敵ヤマトクサ
カゲロウと外来近縁種の識別法の概要

6 ． 外 来 性 病 害 微 生 物 に 関 す る 研 究

米国産リンゴの火傷病に対する日本の植物検疫措置が科学的証拠に基づいていないとする米国の
主張の根拠となった論文中の侵入リスクの推定技法に関して，感染果実が日本に持ち込まれる確率
の推定法上にいくつもの問題点があったため，輸出元における感染確率のバラツキを考慮した新た
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TCAGGATAATCAGAATAACGC 
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な推定法を提案した．この方法で推定すると，感染果実の侵入リスクはより大きくなることが判明
した．本成果の内容を記載した論文は，日本側の主張の正しさを裏付ける証拠の一つとして WTO
パネルに提出された（Yamamura et al., 2001）（平成 15 年度研究成果情報，山村ら）．

青枯病菌は熱帯から温帯に広く分布し，5 つのレース（宿主植物に対する寄生性の違い），およ
び炭水化物の利用性に基づく 6 つの生理型（biovar）にそれぞれ類別される多様な系統が存在す
る．わが国では従来，40 数種の宿主植物が知られ，トマト，ナス等に寄生性のあるレース 1 とジャ
ガイモに特異的なレース 3，および生理型 N2，3，4 が在来系統として報告があった．近年，高知
県において新たに 3 種のショウガ科植物（クルクマ，ショウガ，ミョウガ）に青枯病が認められ，
被害が拡大した．そこで，同病原細菌の同定と分子生物学的手法による外国産菌株との比較を行
い，新規系統の由来と伝搬経路について検討したところ，高知県において発生したショウガ科植物
の青枯病菌（Ralstonia solanacearum）は，レース 4 および生理型 4 であった．rep-PCR 解析の結果，
タイまたは中国由来と考えられる 2 つの系統が，それぞれ異なる経路で高知県に侵入・伝搬したと
推察された（図 11）（土屋ら，1999）（平成 15 年度研究成果情報，土屋ら）．

図 11　rep-PCR（BOX プライマー）による各国産ショウガ科植物青
枯病菌の DNA パターン

7 ． 外 来 生 物 デ ー タ ベ ー ス の 構 築

近年，世界的な物流の拡大とともに侵略的外来生物が増加し，世界各国で農作物への直接被害や
固有の生物多様性に対する影響が問題となっている．外来生物の侵入・蔓延防止と防除は世界的な
緊急課題であり，わが国と地域的にも関係が深いアジア・太平洋諸国においても例外ではない．周
辺各国で外来生物の動態や分布状況，被害実態を互いに共有することは，外来生物の侵入防止対策
や防除対策を立てる上で有益であることから，2003 年に「アジア・太平洋諸国における侵入生物
の生態影響とデータベース構築」と題する国際セミナーを開催し，参加各国で侵入生物に関する
情報の交換を行うとともに「アジア・太平洋外来生物データベース（APASD）」を構築した（図
12）．その後 2004 年および 2007 年にも同様の国際セミナーを開催し，情報交換とデータベースの
充実に向けた検討を行った．本データベースには，外来生物の分類名，定着状況，分布拡大，経済
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的生態的被害，繁殖・生育特性，防除対策，文献，写真などの情報が格納されており，新たな情報
の入力や必要とする情報の検索・閲覧をインターネットを通じて行うことができる（Yamanaka et 
al., 2003）（平成 16 年度研究成果情報，山中ら）．2011 年 2 月現在で，種の登録は植物 771 種，昆
虫約 599 種，その他約 51 種であり，上記の詳細情報については，植物 73 種，昆虫 139 種，その他
13 種で閲覧することができる．

図 12　アジア・太平洋外来生物データベース（APASD）の種別詳細データの例

8 ． 今 後 の 展 望

農業環境技術研究所では，これまで外来生物の生育・繁殖特性等の解明や生態系影響リスクの評
価法の開発などに取り組んできた．経済のグローバル化による貿易量の拡大は，非意図的な外来生
物の侵入を今後も引き起こすことは間違いないと思われる．生物多様性国家戦略 2010（環境省，
2010）では，外来生物の影響は，わが国の生物多様性を脅かす要因のひとつとしてあげられている
が，外来生物の生物多様性に与える影響が不可逆的であることを考慮すると，長期的にみれば生息
環境の破壊よりその影響は深刻である（村上ら，2002）とも言われており，生物多様性の保全を図
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るためには，外来生物対策は今後も取り組むべき大きな問題である．
「外来生物法」により，特定外来生物の輸入や飼養，栽培等が規制され，野外への放逐等が禁止

されることとなったが，防除や警戒のための実施体制が法律的に確保されておらず，実効性に乏し
いといった問題点も指摘されている（西田，2010）．今後，外来生物の管理を実効あるものとする
ためには，主要な外来生物について，生息実態や生態的特性の解明，分布拡散予測，生態系影響評
価等を実施することにより，防除優先順位を決定するとともに，効率的な防除法の開発が不可欠で
ある．

このほか，地域固有の生物多様性保全の観点から，国外からの外来種の移動のみならず，国内の
生物移動による「国内外来種」の問題や，近隣国で採取された日本在来種と同種の植物を土木工事
の際の法面緑化などに利用して問題となっている「外国産在来種」の問題など，取り組むべき課題
は多い．さらに，天敵や花粉媒介虫，緑化植物など，その有用性を目的に，意図的に導入される外
来生物については，生態系影響に対するリスクのみを問題にするのではなく，それらが本来持って
いる有用機能による便益も考慮した上で，導入の可否を判断する必要があるとの意見も強い．生態
系への影響を便益と比較可能な形で評価することが難しく，リスクと便益を考慮した総合評価は現
時点では困難であるが，将来的には避けて通れない問題であろう．
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